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６
月
１
日
午
前
11
時
よ
り
福
井
商
工
会

議
所
ビ
ル
に
て
通
常
議
員
総
会
を
開
催
。

委
任
状
提
出
者
11
名
を
含
む
89
名
が
出
席

し
た
。

　

開
会
に
あ
た
り
八
木
会
頭
は
、
中
東
情

勢
悪
化
で
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
網
や

石
油
由
来
製
品
の
供
給
に
深
刻
な
影
響
が

及
ん
で
い
る
と
述
べ
た
。
４
月
下
旬
に
会

員
事
業
所
を
対
象
に
行
っ
た
『
中
東
情
勢

に
関
す
る
影
響
調
査
』
に
つ
い
て
「
マ
イ

ナ
ス
の
影
響
が
あ
る
」
と
の
回
答
が
９
割

近
く
に
達
し
、
こ
の
う
ち
７
割
を
超
え
る

事
業
所
が
原
材
料
・
資
材
等
の
調
達
コ
ス

ト
上
昇
を
懸
念
し
て
お
り
、
更
に
供
給
体

制
の
不
安
が
景
気
後
退
に
つ
な
が
る
恐
れ

が
出
始
め
て
い
る
と
紹
介
。
そ
こ
で
、
福

井
商
工
会
議
所
で
は
会
員
事
業
所
の
資
金

繰
り
や
、
中
東
情
勢
悪
化
に
よ
る
影
響
を

受
け
た
企
業
の
相
談
対
応
窓
口
と
し
て
、

３
月
23
日
に「
中
東
情
勢
特
別
相
談
窓
口
」

を
設
置
し
た
こ
と
を
報
告
。
県
が
主
催
す

る
対
策
会
議
に
お
い
て
、
福
井
商
工
会
議

所
を
は
じ
め
各
業
界
・
経
済
団
体
か
ら
の

現
状
と
先
行
き
懸
念
の
声
を
受
け
、
中
東

情
勢
対
策
と
し
て
県
制
度
融
資
枠
が
新
た

に
創
設
さ
れ
た
こ
と
な
ど
を
説
明
し
た
。

今
後
も
動
向
を
注
視
し
つ
つ
、
企
業
活
動

の
円
滑
な
運
営
に
必
要
な
対
応
を
行
っ
て

い
く
と
述
べ
た
。

　

ま
た
、
北
陸
新
幹
線
の
「
小
浜
・
京
都

ル
ー
ト
」
の
今
国
会
中
で
の
決
定
に
向
け

て
、
５
月
12
日
に
石
田
知
事
や
県
選
出
の

国
会
議
員
、
沿
線
首
長
と
と
も
に
国
土
交

通
省
や
与
党
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
に
要

請
を
行
っ
た
こ
と
を
報
告
。
北
陸
新
幹
線

が
大
規
模
災
害
等
に
お
け
る
リ
ダ
ン
ダ
ン

シ
ー
機
能
（
代
替
ル
ー
ト
）
を
担
っ
て
い

る
こ
と
を
強
調
し
つ
つ
、
北
陸
・
関
西
地

域
の
商
工
会
議
所
で
構
成
す
る
「
北
陸
・

関
西
連
携
会
議
」
に
お
い
て
も
「
小
浜
・

京
都
ル
ー
ト
の
早
期
実
現
」
が
２
年
連
続

で
決
議
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
触
れ
、
引
き

続
き
北
陸
・
関
西
の
商
工
会
議
所
と
連
携

し
な
が
ら
取
り
組
み
を
続
け
て
い
く
決
意

を
示
し
た
。

　

こ
の
後
、
定
款
に
基
づ
き
八
木
会
頭
を

議
長
に
議
案
審
議
に
入
っ
た
。
第
一
号
議

案
と
し
て
藤
川
専
務
理
事
よ
り
令
和
７
年

度
の
事
業
報
告
案
に
つ
い
て
説
明
。
第
二

号
議
案
で
は
中
小
企
業
総
合
支
援
セ
ン
タ

ー
の
小
谷
所
長
よ
り
令
和
７
年
度
経
営
発

達
支
援
計
画
の
実
施
結
果
に
つ
い
て
報
告

が
行
わ
れ
た
。
最
後
に
第
三
号
議
案
と
し

て
、
寺
川
理
事
よ
り
令
和
７
年
度
収
支
決

算
案
の
説
明
が
行
わ
れ
た
。
こ
れ
を
受
け

て
、
前
田
定
和
監
事
（
㈱
北
陸
銀
行
福
井

地
区
事
業
部
執
行
役
員
）
か
ら
監
査
報
告

が
な
さ
れ
、
各
議
案
と
も
原
案
通
り
承
認

さ
れ
た
。

通常議員総会 

冒頭で挨拶する八木会頭

収入の部 事業会計合計
科　目 決算額 構成比

1.   会費 ･ 負担金収入 172,629 11.3%
2.   交付金 567,935 37.1%
3.   事業収入 277,182 18.1%
4.   賃貸 ･ 共益収入 145,270 9.5%
5.   管理受託費 45,055 2.9%
6.   その他（雑収入） 11,278 0.7%
7.   営繕積立金取崩 10,000 0.7%
8.   繰入金 66,095 4.3%
9.   前期繰越金 237,438 15.5%

合　計 1,532,881 100.0%

支出の部 事業会計合計
科　目 決算額 構成比

1.   事業費 417,881 27.3%
2.   給与費 283,103 18.5%
3.   福利厚生 52,335 3.4%
4.   退職繰出 23,008 1.5%
5.   事務管理費 214,345 14.0%
6.   営繕費 43,162 2.8%
7.   公租公課 83,953 5.5%
8.   減価償却引当金 39,260 2.6%
9.   営繕引当金 45,000 2.9%
10. 運営準備積立金 15,000 1.0%
11. 出資金支出 10,000 0.7%
12. 繰出金 （ 負担金 ） 66,095 4.3%
13. 次期繰越金 239,739 15.6%

合　計 1,532,881 100.0%

（単位：千円）

（単位：千円）

※端数処理により合計値が合わないことがある

令和 7年度　収支決算概要表
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）


